

















（以上第 35 巻第 4号）
（4）連結範囲に関する事例
（5）1998 年 12 月のプラン・コンタブル連
結会計規定の改正
（6）連結会計の基本原則






(第 38 巻第 1号 ,第 39 巻第 2号 ,第 3号 )
（10）外貨換算会計
（第 39 巻第 4号 ,第 40 巻第 1号）
（11)リース会計
（第 40 巻第 4号）
（12）連結計算書類の作成基準
　　( 第 43 巻第 1 号 , 第 44 巻第 3 号 , 第 45 巻
第 1 号 , 第 2 号 , 第 4 号 , 第 46 巻第 2 号 ,
第 47 巻第 1号 )
４．連結の会計方針と国際的基準への対応
( 第 49 巻第 1号 )
５.税務会計の影響
( 1 ) 企業会計と税務会計の関係およびその
特徴
( 2 ) 企業利益課税制度の概要
( 3 ) 商法典の帳簿規制とその税務利用
( 4 ) 課税利益の計算体系とその補完的性質
( 5 ) 1917 年種別所得税の創設と一系統シス
テムの誕生





































ら基本的に個人所得税 ( 商工所得課税 ) の計算
規則が法人税課税に用いられてきた。
このように、フランスでは、商法典規制の企

































































































第 1図　第Ⅰ系統の関係と第Ⅱ系統の関係 (1983 年以降の現行システム )
(筆者作成)


























































                    
 




































                   
 
(筆者作成) 

















































1983 年に EC 会社法指令第 4 号の国内法化に係






















































まず、現行租税一般法 (1)(2012 年版 ) の企業
利益課税制度の概要を明らかにしておきたい。
フランスにおいて、所得に対する税金として、
個人に対する「所得税 (Impôt sur le revenue)」











34　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
択しなければ、持分に応じて社員個人に所得税
の商工利益課税が行われる ( 租税一般法 (Code 





現行の租税一般法 (CGI) 第 209 条によれば、
法人税の課税利益 (bénéfice imposable) は、個
人の所得税の商工利益の算定に係る第 34 条か
ら第 45 条 , 第 53 条 A から第 57 条および第
















48-1986 号 ) にその起源を見出すことができる。
個人所得税における商工利益課税は 1917 年 7
月 31 日法律によりすでに制度化されていたが、








第 1表　所得税の商工利益課税 (BIC) と法人税課税 (IS) の特徴
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象とする (CGI 第 4 条 A)。これに対して、法人
税課税 (IS) はテリトリアル方式を採用し、国
内源泉所得のみを課税対象とする (CGI 第 209
条 )。ただし、後者の場合、フランス企業 ( 株
式会社等の資本的会社 ) は全世界所得課税方式
を選択することができる。フランスではこれを






企業制度 (régime des micro-entreprises) と実
額利益制度 (régime de l’imposition d’après 
le bénéfice réel) に大きく分けられ、さらに実
額利益課税制度は実額普通課税 (régime réel 
normal) と実額簡易課税 (régime réel simplifié)
の二つに分けられる。なお、売上高に一定率を
乗じて利益を見積り、これに課税する見積課税
































(CGI 第 302 条 septies A bis)。またミクロ企業
制度対象企業や法人税課税対象法人も当該課税





課税制度 年間売上高規準 (税抜・ユーロ ) 利益の決定方法 オプション 企業数
ミクロ企業制度
(所得税 )
商品等売上高 :　81,500 以下 売上高の 29% 実額簡易課税
制度を選択可
354 千
サービス提供高 :32,600 以下 提供高の 50%
実額簡易課税
(所得税/法人税)





サービス提供高 :32,600 超 234,000 以下
実額普通課税
(所得税/法人税)




売上高規準の数値は 2012 年度税法の数値、企業数は 2002 年度数値 (統計経済研究所 (INSEE) のデータ )　
( 筆者作成 )








年度のデータ ) から見ると、3 つの課税制度の
適用を受ける企業の合計が 2,289 千、このうち
ミクロ企業制度の企業が 354 千 (15.5%)、実額
簡易課税の企業が 1,196 千 (52.2%)、実額普通












現行商法典 L123 条 -12 によれば、商人の資
格を有するすべての個人および法人は、a) そ
の企業の財産 (patrimoine) に影響する変動の
会計記録を日付順に行い ( 第 1 項 )、b) 少なく
とも 12 か月に一度棚卸によって財産の積極要








(L123 条 -13 の第 1 項および第 2 項 )。年次計算
書類は正規かつ真実なもので、企業の財産、財
務状況および成果の誠実な概観を提供するもの




を記帳しなければならない (R123 条 -173)。日
記帳の仕訳は元帳に転記され勘定プランに従い
振分けられる (R123 条 -175)。また、商人は補
助簿を使用することができるが (R123 条 -176)、
それを使用する場合には、当該補助簿の記録を
月に一度日記帳および元帳に集計することが必






















番号 (cote) を付し花押 (paraphe) をするものと
された (1983 年 11 月 29 日調和化法適用デクレ旧
第 2 条 )。商事裁判所での整理番号と花押によ
る帳簿の義務的認証システムは現在では任意的











































適用を受ける商人 ( 個人および人的会社の社員 )
(L123 条 -25 ～ L123 条 -27)とミクロ企業制度の

















第 3表　ミクロ企業課税制度における記帳・会計義務 - 商法典と租税一般法の比較
会計義務








































(Mémento Pratique Francis Lefebvre,2009,p.125を参考に.筆者作成)
38　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
た、事業者には税務当局の求めに応じてこれら
帳簿を提示する義務を課している。
他方、商法典の L123 条 -28 によれば、すべ
ての商人の記帳・会計義務規定 (L123 条 -12 ～
L123 条 -23) 全部の特例として、年次計算書類
の作成義務を免除し (L123 条 -12 の特例 )、また、
商法典 R123 条 -206 によれば、日記帳、総勘定
元帳および財産目録帳の記帳免除 (R123 条 -173




指示するものである (R123 条 -205-1 ① )。
また、商品販売業等の場合、その仕入の詳細
を表示しかつ年度ごとに要約した記録簿を記帳







額支出 ( チップ等 ) の証拠書類は、当該支出が
税務上容認される一定金額(売上高の 0.1% 以内
かつ 150 ユーロ以内 (CGI 第 302 条 septiesAterA))
までであれば不要である (R123 条 -207)。乗用
車の燃料費は毎年公表される早見表に従い見積




















租税一般法第 302 条 septiesAterA によれ
ば、実額簡易課税の適用企業は「超簡易会計
(comptabilité super-simplifiée)」を採用するこ
第 4表　実額簡易課税制度における記帳・会計義務 - 商法典と租税一般法の比較
会計義務


























債権・債務の記録 (L123-25) 同左 (CGI302septiesAterA) なし
支払が定期的かつ周期が 1 年を超えない








同左 (CGIAnne.Ⅳ第 4条 LAおよびBOI4G
-3-96)
なし
簡易 B/S および P/L( 一定規模の要件 ;
L123-16 および R123-200)
同左
(書式集 2033A および税務別表 2033B)
あり
注記・附属明細書の免除 (L123-25) 規定なし なし



















その提示を免除 (CGI第 302条 septiesAbis Ⅵ )
される。
他方、商法典の L123 条 -25 によれば、L123














ことができる。また、商法典 R123 条 -207 によ
れば、租税一般法 (CGI)302 条 septies AterA
に定める業務用・私用共用乗用車の燃料費の見
積記入が可能であり、現金支払の付随的一般費
(frais généraux) の証拠書類の免除 ( 売上高の
0.1% 以内かつ 150€ 以下のもの ) もまた認められ
る。
一般に、商法典が定める収入・支出の日に基
づく会計は「現金会計 (Comptabilité de tré-







きる (R123 条 -203)。
当該記録方式では、決済方法 ( 現金、預金、
郵便振替 ) と取引の性質 ( 事業主の出資・引出、
資金振替、貸付・借入、固定資産の取得・譲渡、
費用、収益等 ) を区別して、現金収支が現金帳
簿 ( 補助簿 ) に毎日記入される。当該補助簿の







267,000 ユーロ、売上高 534,000 ユーロ、従業






























第 34 条から第 61 条 A の現行規定は、第 34 条
から第 35 条 ter までが「商工利益の定義」(第
35 条 bis から第 35 条 ter は課税免除 )、第 36 条
から第 44 条 quaterdecies までが「課税利益の
算定 (determination des bénéfices imposables)」、
第 50 条 -0 から第 61 条 A までが「課税利益金
額の決定 (fixation du bénéfice imposable)」に












現行の租税一般法第 53 条 A によれば、実額
課税制度の適用を受ける納税者は、毎年、3 月






はデクレ (AnnexeⅢ第 38条～第38条 B、および38




また、第 54 条によれば、第 53 条 A に定める
納税者は、課税当局の請求に対してその申告書









計上の純利益 ( ① CGI 第 38 条 )- 第Ⅰ系統
の関係 -
現行租税一般法第 38 条第 1 項によれば、第
13 
 
益とみなされる。課税利益の算定に関する規定は、第 36 条から第 44 条 quindecies が中心的な
規定であり、これに、一定の新企業、特区に進出した企業等に関する規定が追加されている。 
現行の租税一般法第 53 条 A によれば、実額課税制度の適用を受ける納税者は、毎年、3 月 1
日(5 月上旬まで延長可)までに、前年度の課税利益を確定し検証可能ならしめる申告書を提出しな
ければならない。当該申告書の内容および添付書類のリストはデクレ(AnnexeⅢ第 38 条～第 38 条
B、および 38 条 ter～38 条 quaterdecies)が定める。当該デクレは、企業が従わなければならない定
義および評価規則を規定する。申告書および添付書類の印刷モデルは省令がこれを定める。 















  (筆者作成) 
 
 ②現行の二系統システムとその特徴 
1)課税利益計算の出発点としての商法会計上の純利益(①CGI 第 38 条)-第Ⅰ系統の関係- 
現行租税一般法第 38 条第 1項によれば、第 33 条 ter、第 40 条から第 43 条 bis および第 151




他方、同第 38 条の第 2項によれば、「純利益は、期首純資産額と期末純資産額の差額から当期
中に事業主または社員により行われる増資額を減額し減資額を加算した金額(それは課税の基礎
として役立つ)により構成される。純資産は、資産合計額が債務、減価償却累計額及び正当な理由










③Ann.Ⅲ第 38 条 quarter 
/  
(税務申告添付書類) (商法会計上の B/S・P/L) (税務申告書) 
税法計算規則 










33 条 ter、第 40 条から第 43 条 bis および第

















当該規定は、第 38 条第 1 項の課税利益の定義











税利益の定義は 1917 年 7 月 31 日法律第 2 条
の「前年度に実現した商工業利益に基づいて
確定される」あるいは「すべての費用を控除





1941 年 1 月 13 日法律による改正租税一般法
第 7 条第 2 項は、上記第 38 条の第 2 項の定義
と同一の定義を定め、純利益を会計的要素と
して、課税利益を会計外の修正 ( 税務調整 ) に
より純利益から引き出される税務的要素として
示した (Haddou,1991,p.56)。このように、現行第
38 条第 2 項の課税利益の定義の起源は 1941 年
まで遡ることができる。
2）　申告添付書類と商法決算上の計算書類
(②租税一般法 Annexe Ⅲ第 38 条 )
租税一般法によれば、課税利益の決定に係る
要素の要約等を申告書の内容として定め














法は、Annexe Ⅲ第 38 条 ter に棚卸資産の定義
に関する規定、第 38 条 quarter にはプラン・
コンタブル・ジェネラル (PCG) への準拠義務に




1 月 1 日～ 12 月 31 日の会計年度を採用してお











拠義務 ( ③租税一般法 Annexe Ⅲ第 38 条 ter
以下 )- 第Ⅱ系統の関係 -
租税一般法によれば、「企業は課税標準につ
42　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
き適用される規則と矛盾することがないことを
条件に、プラン・コンタブル・ジェネラル (le 















租税一般法 Annexe Ⅲ第 38 条 quinquies から
第 38 条 undecies までの 7つの条項は基本的な
評価規則に関するものである。すなわち、固定
資産の取得原価( 第 38 条 quinquies)、非償却
性固定資産の減価引当金( 第 38 条 sexies)、一
時所有有価証券の取得原価と期末評価( 第 38
条 septies)、有価証券譲渡原価の算定方法( 第
38 条 octies)、棚卸資産の取得・製造原価 ( 第
38 条 nonies)、棚卸資産の期末評価 ( 第 38 条
decies)、固定資産・棚卸資産の取得・製造に











省令の定める B/S・P/L の様式も PCG の計算書
モデルに基づいている。
4）　第Ⅱ系統の関係と接続性の原則
租税一般法 Annexe Ⅲ第 38 条 quarter 以下の
規定は 1965 年 10 月 28 日デクレ第 65-968 号第
3 条～第 9 条を起源とし、1984 年 3 月 14 日デ














税務」(2005 年 3 月 ) にも見られるとおり
(CNC,2005,p.2)、フランスでは「接続の原則
(principe de connexion)」あるいは「接続性の





5）　税法特有の計算規則 ( ④ CGI38 条・39 条
以下 )
現行第 38 条第 2 項 bis 以下では、一定の取
引についての税法上の取扱いを定めている。す
なわち、債権・前受金に係る収益計上と引渡基
準 ( 第 38 条の第 2項 bis)、棚卸資産の期末低価
評価( 第 3 項 )、外貨換算( 第 4 項 )、投資共
通基金 ( 投資信託 ) 証券の譲渡( 第 5 項 )、金
融商品先物契約・ヘッジ取引( 第 6 項 )、株式
交換( 第 7 項 )、合併・分割( 第 7 項 bis)、株
式引受権( 第 8 項 )、個別会計における持分法
( 第 9 項 ) がこれである。










人件費および不動産の賃借料 ( 第 1 項 1 号 )、
有給休暇手当 (1 号 bis)、社債発行差金 (1 号
ter)、社債発行費 (1 号 quater)、減価償却費 (2
号 )、社員に対する借入金利息 (3 号 )、企業負
担の租税公課 (4 号 )、引当金繰入 (5 号 )、連
帯社会負担金 (6 号 )、博愛、教育、科学等関連





のとして、罰課金 ( 第 2 項 )、賄賂等 ( 第 2 項
bis)、交際費・異動費のための幹部手当 ( 第 3
項 )、狩猟・レジャー・観光等関連費 (第 4項 )、
一定の記帳費用 ( 第 7 項 )、一定の営業権・非
償却性無形要素等の賃借料 ( 第 8 項 )、一定の
有給休暇手当 ( 第 9 項 )、リース契約終了時の
不動産譲渡価格の算定につき考慮された不動産
賃借料部分 (第 10 項 ) 等が示されている。
当該規定の基本的な内容の一部は、すでに課
税利益の定義に関連して前出の 1917 年 7 月 31
















































1941 年 1 月 13 日法律からである。この場合、











却費を挙げることで十分である。」(1916 年 7 月
27 日上院での法案審議における M.Perchot 氏の追



















ていた。1807 年商法典は、日記帳 ( 第 8 条 ) お
よび年次棚卸に基づく財産目録帳 ( 第 9 条 ) の
記帳義務を定め、正規に記帳されたこれら帳簿
が商人間の紛争解決のための証拠 ( 第 12 条 )
となりうるものとした。1807 年商法典の破産
規定では、1838 年 5 月 28 日法律による改正を
加えて、支払停止 (cessation des paiements)
のすべての商人は破産 (faillite) の状態にあ
るとされ ( 第 437 条 )、当該商人には商事裁判
所書記課への破産の届出と届出時の貸借対照表
(bilan) 等 ( 損益の表を含む ) の寄託が義務づけ
られた ( 第 439 条 )。当該届出に基づき商事裁




る場合等に単純破産 (banqueroute simple)( 過





追される ( 第 591 条 )。なお、破産宣告は日刊
紙に公示されるとともに ( 第 442 条 )、破産者
はそのすべての財産管理の権限をはく奪される

















年 7 月 31 日法律は 5 万フラン超の売上高の商
人に対して、商法典に定める帳簿および証憑書
類を申告内容の検査のために税務検査官の求め
に応じて提示する義務を課した ( 第 32 条 )。ま











会社 ( 株式会社 ) の会計規制に関しては、
1867 年 7 月 24 日会社法は、1807 年商法典の上
記帳簿規制を前提として、財産目録、貸借対照
表、損益計算書および監査役報告書の株主総会


























(1983 年 4 月 30 日調和化法の適用に係る 11 月 29
日デクレ第 2 条 )。
以上のとおり、1917 年種別所得税における
「第Ⅰ系統の関係」は、すでに制度化されてい


















































































































1867 年会社法改正第 35 条が評価・表示方法の




















1917 年の種別所得税 ( 商工利益課税 ) の創設
は税務法令による一般的適用のルールを生み出






































年 2 月 17 日最高行政裁判所 ( コンセイユ・デタ )
判例 )。工事の手付金は支払企業にとり固定資














5 月 2 日デクレ )、譲渡益の再投資の圧縮記帳
(1939 年 2 月 3 日デクレ )、一定の機械・装置の
加速償却制度 (1951 年 1 月 8 日法律、1959 年 12

















置・工具器具更新引当金 (1939 年 1 月 13 日デク
レ )、出版業引当金 (1945 年 12 月 31 日法律 )、
銀行等の中・長期信用取引引当金 (1947 年 9 月
4日省令)、原材料加工業の相場変動引当金(1948
年 12 月 9 日デクレ )、棚卸資産準備金 (1951 年 3
月 8 日デクレ )、鉱床再建引当金 (1953 年 2 月 7
日法律 )、国外中期貸付引当金 (1958 年 12 月 29
日オルドナンスおよび 1966 年 7 月 7 日省令 )、棚
卸資産価格の一定幅の変動に備える価格騰貴引


































44 百万フラン、補充更新準備金 1,841 百万フ
ランが計上され、これらは貸方合計額の 39% に




























よび税務上の各種整備に関する 1959 年 12 月
28 日法律 ( 第 59-1472 号 ) 第 55 条は、当該法











となる。1957 年 PCG はこのようなプロセスに
よりその一般的適用が推進されたのである。







関係書類の作成方法 ( 定義・評価基準・様式 )








年 PCG と同じものである (大下 ,1998,pp.68-69)。
税務申告関係書類の損益計算書や貸借対照表等













きた。国家会計審議会 (CNC) は 1962年 5月 3日
付要望書「PCGの規則との税務次元の規定の調和
化 (Vœu,n 3゜,Harmonisation des dispositions d’






























第 5表　税務成果 ( 会計外調整表 )　　　　　　　　　( 主要項目のみ )　
Ⅰ－会計純利益 (第 1欄に計上 )








　　　小計 (第 2欄に計上 )
　　合計
　　差額・・・第 1欄－第 2欄 (a)







　税務純利益 (a － d)































延べ ( 償却の非実施 ) を容認したことは既述の













































































金の計上義務 ( 第 342 条 )、一定の繰延資産の








て、「1965 年 10 月 28 日デクレ第 1 条に定める
様式に従い作成された貸借対照表」を法定公告
公報 (BALO) に公示する義務を課した (1966 年商




入は 1965 年 10 月 28 日デクレ第 2 条に定める
定義を遵守しなければならない。同デクレ第 4
条ないし第 11 条に定める評価規則に従わなけ













12 月 29 日法律 (76-1232 号 ) および 1977 年 12









訂された。1983 年には、EC 会社法指令第 4 号
の国内法化に係る 1983 年 4 月 30 日法律 (1983
































52　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
の税法上の形式要件 ( しばり ) は維持されてい








また、1982 年 PCG における注記・附属明細
書は税務上のしばりから解放された税引後経常
成果を提供するものとした。注記・附属明細書















(Service des Legislation Fiscal;SLF) および租








1983 年 12 月 29 日法律 (1984 年度財政法 ) 第 79
条 ( 現行租税一般法第 53 条 A) が現行システム
の枠組みを定めている。税務会計の基本的なシ
ステムは不変であるが、1982 年 PCG および商
法典の新規定に対応して税法側でこれらに合わ
せて税務申告関係書類の内容・様式を改正する
必要がある。1984 年 3 月 14 日税法デクレが申
告書の内容および添付書類のリスト並びに企業
が準拠すべき定義 ( 棚卸資産 ) と評価規則を定
め、1984 年 3 月 14 日省令が申告関係書類の様















第 6表は 1984 年 3 月 14 日省令の定める申告
関係書類 (2050 ～ 2059) を新旧比較したもので
ある。会計的性質の書類は 1982 年 PCG および
商法典の新計算規定の求める情報に一致してい
る。すなわち、会計的性質の書類 (2050 ～
2057) は 1982 年プラン・コンタブル・ジェネ
ラル (PCG) の基礎システムに基づいたものであ
る。貸借対照表 (2050 ～ 2051) および成果計算













容は 1982 年 PCG の注記・附属明細書における
























算入 ( 資産化処理 ) の可否をめぐり会計上の取
扱いとの新たな相違を生み出した。すなわち、
1983 年調和化法適用デクレ ( 第 7 条② ) および













除き償却を認めない ( 租税一般法 CGI,Annexe Ⅲ
38 条 sexies)。長期契約に係る工事進行基準に
関しては、1982 年 PCG は税務当局と異なる会
計処理の条件を課した (1982 年 PCG, 特別規
定,pp.224-225,CGI第38条2bis)。外貨表示債権・
債務の期末換算差額は、これを損益認識しない























































































54　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
し、税務の取扱いも同じであったが、税務上有
利なのは即時費用処理である。数年度配分費用






























































第 7 表は 16 企業グループの親会社個別貸借
対照表の法定引当金、長期増価積立金および再
評価積立金の対自己資本割合を、1982 年・
1983 年会計制度改革前の 1977 年度および 1982




















カルフールの場合、1977 年度および 1982 年
度の割合が約 40% と極めて高いが、その大部分
が投資引当金である。しかし、約 40% ～ 30% に























第 7表　 親会社個別B/Sにおける税法引当金・長期増価積立金・再評価積立金の自己資本に占める割合 (%)
企業グループ
1983 年前の制度 1983 年以後の制度



















エール・リキッド 1.9% 17.9% 18.9% 2% 11.2% 13.9% n.d. n.d. n.d.
ダノン (BSN) 0.1 7.1 0 1.6 6 6.9 5.8% 4.3% 4%
ブイグ n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 0.3 6.8 0
カルフール 40.3 0.7 0 29.6 2.1 13.6 0.04 8.2 0
CGE 0.06 8.7 0.06 0.06 6.6 16.2 n.d. n.d. n.d.
デ・ゾー 2.8 0.7 41.6 2.3 0.5 14.7 0.004 0 0.8
ラファルジュ 0.1 5 0 0.1 7.2 22.7 n.d. n.d. n.d.
ロレアル 7 18.1 0 2.2 18.9 16.4 2.2 23.4 10.8
LVMH 0.9 1.5 0 9 10.7 25.1 7.3 8.7 20.3
ミシュラン 0 8 0 6.7 7.9 70 2.9 12.9 25.2
ペシネー 0 5.7 0 0 16.5 25 0.1 9.8 14
プジョー 0.007 7 0 0.03 19.6 17.4 0.8 30.5 7.5
ローヌ･プーランク 0 5.8 0 n.d n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.
サン・ゴバン 0 1.4 30.2 0 4.7 22.2 0.1 6.2 3.8
シュネイデル 0 6.4 34.9 0 16.4 20.1 n.d. n.d. n.d.
トタル 0 0 38 0 0 32.7 0 0 n.d
・1977 年度の数値は、エール・リキッドが 1978 年度、CGE( コンパニー・ジェネラル・デレクトリシテ )、ミシュ
ランおよびプジョーが 1976 年度、デゾー ( コンパニー・ジェネラル・デゾー ) は 1978 年度の数値を用いた。
1982 年度の数値は、LVMH( ルイビトン・モエエネシー )が 1981 年度、ミシュランが 1979 年度の数値を用いた。
1995 年度の数値は年度報告書に親会社個別計算書類のないものが多く見られ、これを公表していない企業につ
いては 1984 年度の数値を用い、これをイタリック表示した。n.d. は情報なし。
( 各社の年次報告書に基づき筆者作成 )










分、租税手続(Livre des Procédures Fiscales;L.P.F.)
の部分の3つの部分から構成されている。















日デクレ第65-968 号第4 条～第9 条を起源とし、
1984 年3 月14 日デクレ第84-184 号第1 条を経て






























































































　　なお、第38 条ter から第38 条undecies までの9
つの条項は実額所得制度(régime de bénéfice 
réel) に従い所得税を課税される商工企業( 個











( 第38 条quinquies、第38 条nonies および第38 条


























に、1959 年12 月28 日法律(第59-1472 号) 第37 条
および1960 年5 月9 日適用デクレ第60-441 号は、






















つ第39 条A の規定を考慮し第39 条B の規定を留
保して企業により実際に実施された」( 第39 条第























ることができる。すなわち、1965 年7 月12 日法律





る引当金(39 条bis, 39 条bisA)、炭化水素探査・










































































第 8表　P/L 項目－ 1965 年税法デクレと 1957 年 PCGの比較
一般経営計算書　借方 一般経営計算書　貸方




























































































60　　フランス連結会計基準の国際的調和 (21)- 税務会計の影響① -
第 9表　B/S項目－ 1965 年税法デクレと 1957 年 PCGの比較
B/S 借方 B/S 貸方









































































































































































































































除いた30 社の中で、4 企業を分割前の2 企業に集
約した上で、2004年度末仏基準ベース純資産額上
位20企業のうち、長らく公企業として運営された
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